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１－（２）本検討会による検討の概要

 学識者、業界関係者、その他有識者、関係省庁を構成員とする燃料電池⾃動⾞等
の規制の在り⽅検討会を⽴ち上げ、燃料電池⾃動⾞、天然ガス⾃動⾞、液化⽯油ガ
ス⾃動⾞（以下「燃料電池⾃動⾞等」という。）を巡る規制について⾼圧ガス保安法
だけでなく道路運送⾞両法の側⾯からも整理し、今後のあるべき制度について広く検討
した。また、⽔素の活⽤分野が拡⼤している現状をふまえ、その他⽔素関係の規制につ
いても問題点の洗い出しや検討を⾏った。
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３－（１）検討の考え⽅①︓基本的な考え⽅

 燃料電池⾃動⾞等の普及拡⼤に向けて、安全性を確保しながらも、事業者と利⽤者
の負担を軽減し、より合理的な制度とするため、道路運送⾞両法と⾼圧ガス保安法
の関連規制の⼀元化を進める。

 ⼀元化に当たっては、道路運送⾞両法等により安全を確保できるものについては、⾼
圧ガス保安法の適⽤を除外し、道路運送⾞両法の適⽤等により対応する。

（参考）成⻑戦略（抜粋）令和3年6⽉18⽇閣議決定

２．グリーン分野の成⻑
（１）2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略

ⅲ）分野別の課題と対応

（⾃動⾞・蓄電池産業）
・燃料電池⾃動⾞の普及拡⼤に向けて事業者と利⽤者の負担を軽減するため、道路運送⾞両
法と⾼圧ガス保安法の関連規制の⼀元化も視野に規制の在り⽅を検討し、6⽉に⼀定の⽅向
性を取りまとめ、2021年内に結論を得る。
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３－（３）⼀元化の⽅向性 ①︓ガス種
 ガス種については、⾼圧ガス保安法において4種類の⾼圧ガス（液化⽯油ガス・圧縮天
然ガス・液化天然ガス・圧縮⽔素）について燃料装置にかかる規定が整備されている。
ガス種別の⾞両登録台数、常⽤の圧⼒、容器再検査の⽅法等については以下のとおり。

ガス種 登録台数※ 常⽤圧⼒ 原料 状態 容器再検査の⽅法 使⽤可能
年数

LPG
(液化⽯油ガス)

160,818
台

0.3〜
0.9MPa

プロパン、
ブタン 液体

⾞両から取外して容器再検査を実施
・外観検査（外部及び内部）
⾞両から取外し、機器＋⽬視検査
・防錆塗装
表⾯処理後、錆⽌め塗装及び上塗り
・耐圧試験
⽔を⽤いて加圧し、膨張率が⼀定に収まることを確認

容器則
規定なし

CNG
(圧縮天然ガス) 7,951台 20MPa メタン

(天然ガス) 気体

⾞載のまま容器再検査を実施
・外観検査
⾞載のまま、機器＋⽬視検査
・漏えい試験
CNG充塡下でガス検知器を使⽤し10秒以上外⾯検知⼜は検知液塗布

容器則
15〜20年
国際則
〜20年

LNG
(液化天然ガス) 数台程度

0.3〜
0.9MPa
程度

メタン
(天然ガス) 液体

⾞載のまま容器再検査を実施
・外観検査
⾞載のまま、機器＋⽬視検査
・漏えい試験
ガス検知器を使⽤し、10秒以上外⾯検知
・保冷性能
容器則︓LNG充塡下で表⾯温度測定、国際則︓容器内圧の変化を測定

容器則
15年
国際則

容器製造業者の
定める期間

CHG
(圧縮⽔素) 3,758台 70MPa ⽔素 気体

⾞載のまま容器再検査を実施
・外観検査
⾞載のまま、機器＋⽬視検査
・漏えい試験
当該⾞両の使⽤燃料充塡下でガス検知器を使⽤し10秒以上外⾯検知

容器則・国際則
15年

※ 出典︓（⼀財）⾃動⾞検査登録協会「我が国の⾃動⾞保有動向」より
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３－（５）⼀元化の⽅向性︓⼀元化後の制度イメージ（新規検査・継続検査）

 ⾼圧ガス容器等にかかる安全については⾼圧ガス保安法にて担保していたが、⼀元化
後は、道路運送⾞両法において⾞両と⼀体として⾼圧ガス容器等の安全を確保できる
ようにする。すなわち、⾞載容器について、現⾏の⾼圧ガス保安法の型式承認相当の
制度及び容器検査・容器再検査相当の検査を道路運送⾞両法の型式指定制度及
び検査（新規検査・継続検査）において実施する。

 ⾼圧ガス保安法の容器検査・容器再検査相当の検査を実施するための技術基準を
道路運送⾞両法の保安基準体系下において措置。

 容器の充填可能期限を道路運送⾞両法の保安基準体系下において措置することに
より、充填可能期限経過後の⾞両の運⾏は不可となる。
（※）追加措置の必要性は引き続き検討（例︓ユーザーへの容器の充填可能期限の継続的通知）
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まとめ
１．検討の考え⽅
• 道路運送⾞両法等により安全を確保できるものについては、⾼圧ガス保安法の適⽤を除外し、
道路運送⾞両法の適⽤等により対応する。

• 規制の⼀元化に当たっては、両法律の規制⼿法や基準の違いを踏まえつつ、リスク評価の⼿法
を活⽤して検討。

２．⼀元化の⽅向性
（１）適⽤除外対象（⾞種、ガス種、装置）

• ⾞種︓普通⾃動⾞、⼩型⾃動⾞、軽四輪⾃動⾞
• ガス種︓圧縮⽔素、圧縮天然ガス、液化天然ガス
• 装置︓主に動⼒伝達装置の駆動⽤燃料として使⽤する装置（原動機、燃料装置）

（２）⼀元化後の制度（型式指定、新規検査・継続検査）
• 現⾏の⾼圧ガス保安法の型式承認相当の制度及び容器検査・容器再検査相当の検査を道
路運送⾞両法の型式指定制度及び検査（新規検査・継続検査）において実施。

• 容器の充てん可能期限を道路運送⾞両法の保安基準体系下において措置することにより、充
填可能期限経過後の⾞両の運⾏は不可となる。
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まとめ
（３）その他道路運送⾞両法への⼀元化にあたり⾼圧ガス保安法の適⽤を除外するもの
• 容器の製造から新規検査前まで
• ⾼圧ガスの廃棄
• ボイルオフガス
• ⾞両内の⾼圧ガス（減圧、外部給電）
• ⼤量の⾼圧ガスを燃料として搭載する⾞両内の⾼圧ガス
• 緊急時の対応

（４）引き続き⾼圧ガス保安法の適⽤があるもの
• 新規登録していない⾞両、⾞検期間が切れた⾞両
• 取り外された容器
• 容器検査・再検査相当の検査不合格、当該検査を受けない容器
• ⾼圧ガスの充填

（５）今後の対応
• 本報告書で⽰された⼀元化の⽅向性を踏まえて具体的な制度設計を進めるとともに、デジタル
技術の活⽤により、更なるユーザーの利便性向上や事業者の負担軽減のための⽅策を検討し、
燃料電池⾃動⾞等の利⽤拡⼤のための環境を整備していく。


